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１【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

半期報告書を提出しましたので平成25年10月8日付をもって提出しました有価証券届出書（以下「原届出書」

といいます。）の関係情報を新たな情報に訂正するため、また、記載事項の一部に訂正事項がありますので

これを訂正するため、本訂正届出書を提出します。

２【訂正の内容】

＜訂正前＞および＜訂正後＞に記載している下線部　　　は訂正部分を示し、＜更新後＞に記載している内

容は原届出書が更新されます。なお、「第二部　ファンド情報　第１　ファンドの状況　５　運用状況」は

原届出書の更新後の内容を記載しています。また、原届出書の「第二部　ファンド情報　第３　ファンドの

経理状況」に｢中間財務諸表」の記載事項が追加されます。
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第一部【証券情報】

（５）【申込手数料】

＜更新後＞

取得申込受付日の基準価額に、販売会社が独自に定める率を乗じて得た額とします。

当該手数料には消費税および地方消費税（以下「消費税等」といいます。）（8%）が含まれます。

※詳しくは、販売会社にお問い合わせください。
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第二部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】

１【ファンドの性格】

（３）【ファンドの仕組み】

 ＜更新後＞

③　委託会社の概況（平成26年1月末現在）

１）資本金

370百万円

２）沿革

平成11年11月：シンプレクス・アセット・マネジメント株式会社設立

平成11年12月：投資顧問業の登録　　　　　　　関東財務局長　第903号

平成12年５月：投資一任契約に係る業務の認可　金融再生委員会　第27号

平成13年４月：投資信託委託業認可　　　　　　内閣総理大臣　第5号

平成19年９月：金融商品取引業者登録　　　　　関東財務局長（金商）第341号

３）大株主の状況

名　　称 住　　所 所有株数 所有比率

（株）シンプレクス・ファイナン

シャル・ホールディングス
東京都千代田区丸の内一丁目５番１号 7,400株 100％

 

２【投資方針】

 

（３）【運用体制】

＜更新後＞

◆当ファンドの運用体制
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①　投資政策委員会

投資政策委員会規程および運用規程等に基づき、運用手法、運用戦略の調査・研究を行ったうえで、国

内外の経済・金融情報および各国の市場等の調査・分析を行い、ファンド毎の運用手法・運用戦略を決

定します。

②　運用本部

①で決定したファンド毎の運用手法、戦略及びリスク許容度に基づいて、運用本部は、運用計画を決定

します。

③　ファンド・マネージャー

運用計画に基づき、ファンド毎のガイドライン及び運用方針に沿って、ポートフォリオを構築・管理し

ます。

④　トレーディング部門

ファンド・マネージャーから発注の指示を受け、事前にチェックを行ったうえで、最良執行の方針に則

り売買の執行を行います。

＊　投資政策委員会の構成員は、15名程度、運用本部は、10名程度、トレーディング部門は、３名程度で構

成されています。

ファンド運用に関する社内規程等として、投資政策委員会規程、投資判断者服務規程、信用取引に係る社内

規則、債券の貸借取引等に係る業務規則、資金の借入れに係る業務規則、コールローンの取り手選定に係る

規則、外国為替予約に係る業務規則、有価証券先物取引等取扱規則、株式の貸付に係る社内規則及び売買執

行に関する基準（株式及び債券）等を設けて遵守すべき基本的な事項を定めています。

 

※上記は平成26年1月末現在のものであり、今後変更となる場合があります。

３【投資リスク】

＜更新後＞

（３）委託会社のリスク管理体制
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※上記は平成26年1月末現在のものであり、今後変更となる場合があります。

４【手数料等及び税金】

（３）【信託報酬等】

＜更新後＞

委託会社および受託会社の信託報酬の総額は、当ファンドの計算期間を通じて毎日、下記①により計算

した額に、下記②により計算した額を加算して得た額とします。

①　信託財産の純資産総額に年10,000分の54.0（消費税込）以内の率を乗じて得た額

 配分

委託会社 年率0.45％（税抜）

受託会社 年率0.05％（税抜）

②　株式の貸付を行なった場合は、その品貸料の54.0％（消費税込）以内の額

 配分

委託会社 40.0％（税抜）

受託会社 10.0％（税抜）

 

上記の信託報酬は、毎計算期間末または信託終了日のとき信託財産中から支弁するものとします。
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（４）【その他の手数料等】

＜更新後＞

①　当ファンドに関する組入有価証券および先物取引の売買の際に発生する売買委託手数料、売買委託手

数料に係る消費税等に相当する金額、先物取引等に要する費用は信託財産から支払われます。

②　信託財産において一部解約代金の支払資金等に不足額が生じるときに資金の借入を行なった場合、そ

の借入金の利息は、受益者の負担とし信託財産中から支払われます。

③　信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用、受託者の立替えた立替金の利息（下記⑤に

掲げる諸費用を含め、以下「諸経費」といいます。）は、受益者の負担とし、随時、信託財産中から

支弁します。

④　上記③に定める諸費用にかかわりなく、以下の諸費用（消費税等相当額を含みます。）は、受益者の

負担とし、信託財産中から支弁することができます。なお、下記aからgまでに該当する業務を委託す

る場合は、その委託費用を含みます。

ａ．この信託の計理業務（設定解約処理、約定処理、基準価額算出、決算処理等）およびこれに付随

する業務（法定帳簿管理、法定報告等）に係る費用

ｂ．振替受益権に係る費用ならびにやむを得ない事情などにより受益証券を発行する場合における発

行および管理事務に係る費用

ｃ．有価証券届出書、有価証券報告書および臨時報告書（これらの訂正に係る書類を含みます。）の

作成、印刷および提出に係る費用

ｄ．目論見書および仮目論見書（これらの訂正事項分を含みます。）の作成、印刷および交付に係る

費用（これらを監督官庁に提出する場合の提出費用も含みます。）

ｅ．信託約款の作成、印刷および交付に係る費用（これを監督官庁に提出する場合の提出費用も含み

ます。）

ｆ．運用報告書の作成、印刷および交付に係る費用（これを監督官庁に提出する場合の提出費用も含

みます。）

ｇ．この信託の受益者に対して行なう公告に係る費用ならびに信託約款の変更または信託契約の解約

に係る事項を記載した書面の作成、印刷および交付に係る費用

ｈ．格付の取得に要する費用

ｉ．この信託の監査人、法律顧問および税務顧問に対する報酬および費用（信託財産に係る特定資産

の価格調査に係る費用を含みます。）
 

※ファンドの上場に係る費用

・新規上場および追加上場料：新規上場時の純資産総額に対して、及び追加上場時の増加額（毎年末

の純資産総額のうち最大のものからの増加額）に対して、0.0081％（税抜0.0075％）。

・上場の年賦課金：毎年末の純資産総額に対して、0.0081％（税抜0.0075％）及びTDnet 利用

料。

⑤　委託者は、上記③および④に定める諸経費の全部または一部の支払いを信託財産のために行い、支払

金額の支弁を信託財産から受けることができます。この場合、委託者は、現に信託財産のために支

払った金額の支弁を受ける際に、あらかじめ受領する金額に上限を付することができます。また、委

託者は、実際に支払う金額の支弁を受ける代わりに、かかる諸経費の全部または一部の金額をあらか

じめ合理的に見積もった上で、実際の費用額にかかわらず固定率又は固定金額にて信託財産からその

支弁を受けることもできます。

⑥　上記⑤において諸経費の全部または一部について上限、固定率または固定金額を定める場合、委託者

は、信託財産の規模等を考慮して、信託の設定時または信託期間中に、かかる上限、固定率または固

定金額を何時にても変更することができます。

 

＊売買委託手数料などは、保有期間や運用の状況などに応じて異なり、あらかじめ見積もることができな

いため、表示することができません。

 

投資家の皆様にご負担いただく手数料などの合計額については、保有期間や運用の状況などに応じて異な

りますので、表示することができません。
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（５）【課税上の取扱い】

＜更新後＞

課税上は、特定株式投資信託として取り扱われます。公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度

の適用対象です。

①　個人受益者の場合

１）受益権の売却時の課税

売却時の差益（譲渡益）については譲渡所得として、20.315％（所得税15.315％および地方税５％）

の税率による申告分離課税の対象となり、確定申告が必要となります。なお、源泉徴収ありの特定口

座（源泉徴収選択口座）を選択している場合は、20.315％（所得税15.315％および地方税５％）の税

率による源泉徴収（原則として、確定申告は不要です。）が行なわれます。

２）収益分配金の受取り時の課税

収益分配金は配当所得として、20.315％（所得税15.315％および地方税５％）の税率による源泉徴収

（原則として、確定申告は不要です。）が行なわれます。なお、確定申告を行ない、申告分離課税ま

たは総合課税（配当控除の適用があります。）のいずれかを選択することもできます。

※確定申告等により、売却時の差損（譲渡損失）については、上場株式等の譲渡益および上場株式等の

配当等（申告分離課税を選択したものに限ります。）と損益通算が可能です。また、売却時の差益

（譲渡益）および収益分配金（申告分離課税を選択したものに限ります。）については、上場株式等

の譲渡損失と損益通算が可能です。

※少額投資非課税制度「愛称：NISA（ニーサ）」をご利用の場合

少額投資非課税制度「NISA（ニーサ）」をご利用の場合、毎年、年間100万円の範囲で新たに購入した

公募株式投資信託などから生じる配当所得および譲渡所得が５年間非課税となります。ご利用になれ

るのは、満20歳以上の方で、販売会社で非課税口座を開設するなど、一定の条件に該当する方が対象

となります。なお、証券会社において分配金などを受け取るための「株式数比例配分方式」を選択し

ていない場合は、NISAをご利用になれません。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。

３）受益権と現物株式との交換

受益権と現物株式との交換についても受益権の譲渡として、受益権の売却時と同様の取扱いとなりま

す。

②　法人受益者の場合

１）受益権の売却時の課税

受益権の売却価額と取得価額との差額について、他の法人所得と合算して課税されます。

２）収益分配金の受取り時の課税

・収益分配金は配当所得として、15.315％（所得税のみ）の税率による源泉徴収が行なわれ、他の法人

所得と合算して課税されます。

・収益分配金は益金不算入の対象となり、その限度は株式の配当金と同様の取扱いとなります。

３）受益権と現物株式との交換

受益権と現物株式との交換についても受益権の譲渡として、受益権の売却時と同様の取扱いとなりま

す。

※税法が改正された場合などには、税率などの課税上の取扱いが変更になる場合があります。税金の取扱い

の詳細については、税務専門家などにご確認されることをお勧めします。

５【運用状況】

以下の運用状況は2014年 1月31日現在です。

・投資比率とはファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。

（１）【投資状況】

 

 

資産の種類 国・地域 時価合計（円） 投資比率（％）

株式 日本 3,183,758,100 99.71
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コール・ローン等、その他資産（負債控除後） ― 9,393,512 0.29

合計(純資産総額) 3,193,151,612 100.00
 

（２）【投資資産】

①【投資有価証券の主要銘柄】

イ.評価額上位銘柄明細
 

 

国・

地域
種類 銘柄名 業種

数量又は

額面総額

簿価

単価

（円）

簿価

金額

（円）

評価

単価

（円）

評価

金額

（円）

投資

比率

(％)

日本 株式 ガンホー・オンライン・エ
ンターテイメント

情報・通
信業

2,810,000 1,013.38 2,847,603,977 648.00 1,820,880,000 57.02

日本 株式 日本マイクロニクス 電気機器 28,100 597.05 16,777,352 5,890.00 165,509,000 5.18

日本 株式 デジタルガレージ 情報・通
信業

56,200 1,991.05 111,897,263 2,762.00 155,224,400 4.86

日本 株式 クルーズ 情報・通
信業

28,100 3,503.56 98,450,093 4,415.00 124,061,500 3.89

日本 株式 セリア 小売業 28,100 3,743.80 105,201,016 4,240.00 119,144,000 3.73

日本 株式 ファンコミュニケーション
ズ

サービス
業

28,100 2,241.43 62,984,258 4,200.00 118,020,000 3.70

日本 株式 メッセージ サービス
業

28,100 2,534.45 71,218,285 3,425.00 96,242,500 3.01

日本 株式 第一興商 卸売業 28,100 2,764.55 77,684,116 3,195.00 89,779,500 2.81

日本 株式 ポラテクノ 化学 56,200 645.67 36,286,654 1,470.00 82,614,000 2.59

日本 株式 日本マクドナルドホール
ディングス

小売業 28,100 2,779.42 78,101,902 2,684.00 75,420,400 2.36

日本 株式 インフォコム 情報・通
信業

56,200 800.19 44,971,171 880.00 49,456,000 1.55

日本 株式 ユビキタス 情報・通
信業

28,100 2,261.74 63,555,006 1,754.00 49,287,400 1.54

日本 株式 楽天 サービス
業

28,100 1,269.12 35,662,325 1,684.00 47,320,400 1.48

日本 株式 エムティーアイ 情報・通
信業

28,100 855.90 24,050,993 1,571.00 44,145,100 1.38

日本 株式 ザインエレクトロニクス 電気機器 28,100 741.66 20,840,865 1,331.00 37,401,100 1.17

日本 株式 ウエストホールディングス 建設業 28,100 1,708.39 48,005,764 1,308.00 36,754,800 1.15

日本 株式 メイコー 電気機器 28,100 729.48 20,498,391 796.00 22,367,600 0.70

日本 株式 フェローテック 電気機器 28,100 463.31 13,019,025 667.00 18,742,700 0.59

日本 株式 ベクター 小売業 28,100 520.57 14,628,194 653.00 18,349,300 0.57

日本 株式 田中化学研究所 化学 28,100 405.54 11,395,824 464.00 13,038,400 0.41

 

ロ.種類別及び業種別の投資比率
 

 

種類 国内／国外 業種 投資比率(％)

株式 国内 建設業 1.15

化学 3.00

電気機器 7.64

情報・通信業 70.25

卸売業 2.81

小売業 6.67
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サービス業 8.19

合計 　 　 99.71
 

②【投資不動産物件】

該当事項はありません。

③【その他投資資産の主要なもの】

 

 

該当事項はありません。
 

（３）【運用実績】

①【純資産の推移】

 

 

期別
純資産総額（百万円） 1口当たり純資産額(円) 東京証券取引所

取引価格（円）分配落ち 分配付き 分配落ち 分配付き

第1計算期間末 (2011年 7月 8日) 1,031 1,035 1,473 1,479 1,475

第2計算期間末 (2012年 7月 8日) 788 797 1,126 1,139 1,121

第3計算期間末 (2013年 7月 8日) 5,288 5,288 7,331 7,331 7,300

2013年 1月末日 826 ― 1,962 ― 1,946

　　　 2月末日 1,144 ― 2,716 ― 2,670

　　　 3月末日 1,483 ― 3,519 ― 3,580

　　　 4月末日 2,671 ― 6,340 ― 6,400

　　　 5月末日 5,938 ― 8,231 ― 7,960

　　　 6月末日 5,066 ― 7,022 ― 6,930

　　　 7月末日 3,103 ― 5,616 ― 5,630

　　　 8月末日 2,753 ― 4,984 ― 4,850

　　　 9月末日 3,146 ― 5,694 ― 5,710

　　　10月末日 2,284 ― 5,013 ― 5,140

　　　11月末日 2,985 ― 5,391 ― 5,340

　　　12月末日 3,406 ― 6,151 ― 6,190

2014年 1月末日 3,193 ― 5,766 ― 5,620

 

(注)計算期間末が東京証券取引所の休業日にあたる場合、東京証券取引所取引価格は直前営業日の終値を表示しています。

②【分配の推移】

 

 

期 期間 1口当たりの分配金（円）

第1期 2010年12月 2日～2011年 7月 8日 5.8000

第2期 2011年 7月 9日～2012年 7月 8日 13.3000

第3期 2012年 7月 9日～2013年 7月 8日 0.0000
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当中間期 2013年 7月 9日～2014年 1月 8日 ―

 

③【収益率の推移】

 

 

期 期間 収益率（％）

第1期 2010年12月 2日～2011年 7月 8日 △8.14

第2期 2011年 7月 9日～2012年 7月 8日 △22.67

第3期 2012年 7月 9日～2013年 7月 8日 551.07

当中間期 2013年 7月 9日～2014年 1月 8日 △16.41

 

(注)各計算期間の収益率は、計算期間末の基準価額（分配落ち）に当該計算期間の分配金を加算し、当該計算期間の直前の
計算期間末の基準価額（分配落ち。以下「前期末基準価額」といいます。）を控除した額を前期末基準価額で除して得
た数に100を乗じた数です。

（４）【設定及び解約の実績】

 

 

期 期間 設定口数（口） 解約口数（口）

第1期 2010年12月 2日～2011年 7月 8日 700,000 0

第2期 2011年 7月 9日～2012年 7月 8日 0 0

第3期 2012年 7月 9日～2013年 7月 8日 399,720 378,247

当中間期 2013年 7月 9日～2014年 1月 8日 98,109 265,773

 

(注)第1計算期間の設定口数には、当初設定口数を含みます。

(注)解約口数は交換口数を表示しております。

≪参考情報≫
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第３【ファンドの経理状況】

１.当ファンドの中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵

省令第38号）並びに同規則第38条の3及び第57条の2の規定により、「投資信託財産の計算に関する規則」

（平成12年総理府令第133号）に基づいて作成しております。

なお、中間財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

 

２.当ファンドは、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、当中間計算期間（平成25年 7月 9日から

平成26年 1月 8日まで）の中間財務諸表について、あらた監査法人による中間監査を受けております。

 

 

【中間財務諸表】

【ＪＡＳＤＡＱ－ＴＯＰ２０上場投信】

（１）【中間貸借対照表】

（単位：円）

当中間計算期間末
(平成26年 1月 8日現在)

資産の部

流動資産

コール・ローン 2,673,173,953

株式 3,383,183,800

未収配当金 1,545,500

未収利息 3,661

その他未収収益 849,045

流動資産合計 6,058,755,959

資産合計 6,058,755,959

負債の部

流動負債

未払受託者報酬 1,272,818

未払委託者報酬 9,089,520

未払利息 132,657

受入担保金 2,652,000,000

その他未払費用 2,412,226

流動負債合計 2,664,907,221

負債合計 2,664,907,221

純資産の部

元本等

元本 891,632,490

剰余金

中間剰余金又は中間欠損金（△） 2,502,216,248

（分配準備積立金） △276,337

元本等合計 3,393,848,738

純資産合計 3,393,848,738

負債純資産合計 6,058,755,959

（２）【中間損益及び剰余金計算書】

（単位：円）

当中間計算期間
(自　平成25年 7月 9日
至　平成26年 1月 8日)

営業収益

受取配当金 5,435,750

受取利息 621,263

EDINET提出書類

シンプレクス・アセット・マネジメント株式会社(E14415)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

13/43



当中間計算期間
(自　平成25年 7月 9日
至　平成26年 1月 8日)

有価証券売買等損益 △589,096,009

その他収益 4,508,013

営業収益合計 △578,530,983

営業費用

支払利息 616,131

受託者報酬 1,272,818

委託者報酬 9,089,520

その他費用 2,412,226

営業費用合計 13,390,695

営業利益又は営業損失（△） △591,921,678

経常利益又は経常損失（△） △591,921,678

中間純利益又は中間純損失（△） △591,921,678

一部交換に伴う中間純利益金額の分配額又は一部交
換に伴う中間純損失金額の分配額（△） -

期首剰余金又は期首欠損金（△） 4,127,332,102

剰余金増加額又は欠損金減少額 310,613,094

中間一部交換に伴う剰余金増加額又は欠損金減少
額

-

中間追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減少
額

310,613,094

剰余金減少額又は欠損金増加額 1,343,807,270

中間一部交換に伴う剰余金減少額又は欠損金増加
額

1,343,807,270

中間追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金増加
額

-

分配金 -

中間剰余金又は中間欠損金（△） 2,502,216,248

（３）【中間注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
 

 

有価証券の評価基準及び評価方法 株式

　移動平均法に基づき、以下の通り原則として時価で評価しております。

(1)金融商品取引所等に上場されている有価証券

　金融商品取引所等に上場されている有価証券は、原則として金融商品取引所等に

おける計算期間末日の最終相場（外貨建証券の場合は計算期間末日において知りう

る直近の最終相場）で評価しております。

　計算期間末日に当該金融商品取引所等の最終相場がない場合には、当該金融商品

取引所等における直近の日の最終相場で評価しておりますが、直近の日の最終相場

によることが適当でないと認められた場合は、当該金融商品取引所等における計算

期間末日又は直近の日の気配相場で評価しております。

(2)金融商品取引所等に上場されていない有価証券

　当該有価証券については、原則として、日本証券業協会発表の売買参考統計値

（平均値）、金融機関の提示する価額（ただし、売気配相場は使用しない）又は価

格提供会社の提供する価額のいずれかから入手した価額で評価しております。

(3)時価が入手できなかった有価証券

　適正な評価額を入手できなかった場合又は入手した評価額が時価と認定できない

事由が認められた場合は、投資信託委託会社が忠実義務に基づいて合理的事由を

もって時価と認めた価額もしくは受託者と協議のうえ両者が合理的事由をもって時

価と認めた価額で評価しております。

 

（中間貸借対照表に関する注記）
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区分
当中間計算期間末

(平成26年 1月 8日現在)

1. 信託財産に係る期首元本額、期中追加設定元本

額及び期中交換元本額

  

  期首元本額 1,161,571,530円

  期中追加設定元本額 157,955,490円

  期中交換元本額 427,894,530円

2. 受益権の総数  553,809口

3. 株式貸借取引 　有価証券の消費貸借契約により貸し付けた有価証券は次の通りであります。

　　　　　　　　　　　株式　2,528,358,000円

 

（中間損益及び剰余金計算書に関する注記）
 

 

項目

当中間計算期間

(自 平成25年 7月 9日

至 平成26年 1月 8日)

その他費用  主に印刷費用、上場関連費用及び

監査費用等であります。

 

 

（金融商品に関する注記）

金融商品の時価等に関する事項
 

 

　

　　　　　　　項目

当中間計算期間末

(平成26年 1月 8日現在)

1.中間貸借対照表計上額、時価及びそ

の差額

　中間貸借対照表計上額は中間期末の時価で計上しているためその差額はありませ

ん。

2.時価の算定方法 (1)有価証券

 　「中間注記表（重要な会計方針に係る事項に関する注記）」に記載しておりま

す。

 (2)デリバティブ取引

 　該当事項はありません。

 (3)上記以外の金融商品

 　上記以外の金融商品（コール・ローン等）は、短期間で決済され、時価は帳簿価

額と近似していることから、当該金融商品の帳簿価額を時価としております。

3.金融商品の時価等に関する事項につ

いての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合

理的に算出された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提

条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なるこ

ともあります。

 

（有価証券に関する注記）

該当事項はありません。

　

（デリバティブ取引等に関する注記）

取引の時価等に関する事項
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該当事項はありません。

 

 

 

 

（１口当たり情報に関する注記）
 

 

当中間計算期間末

（平成26年 1月 8日現在）

1口当たりの純資産額　6,128円

 

２【ファンドの現況】

以下のファンドの現況は2014年 1月31日現在です。

【純資産額計算書】

 

 

Ⅰ　資産総額 5,761,161,841円　

Ⅱ　負債総額 2,568,010,229円　

Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 3,193,151,612円　

Ⅳ　発行済口数 553,809口　

Ⅴ　1口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 5,766円　
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第三部【委託会社等の情報】

第１【委託会社等の概況】

１【委託会社等の概況】

＜更新後＞

資本金の額

平成26年1月末現在 資本金 370百万円

 発行する株式の総数 12,000株

 発行済株式総数 7,400株

●過去５年間における主な資本金の増減

該当事項はありません。

２【事業の内容及び営業の概況】

＜更新後＞

・委託会社は、「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社であり、証券投資信託の

設定を行うとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運用業）を行っ

ています。また「金融商品取引法」に定める投資助言業務および第二種金融商品取引業を行っています。

・平成26年1月末日現在、委託会社が運用を行っている証券投資信託の総ファンド数は62本であり、当該ファ

ンドの純資産総額の合計は315,738百万円です。

ファンドの種類 本数 純資産総額（百万円）

追加型株式投資信託 40 264,463

単位型株式投資信託 14 47,373

単位型公社債投資信託 8 3,902

合計 62 315,738

 

３【委託会社等の経理状況】

＜更新後＞

（１）年次財務諸表

１．委託会社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第

59号、以下「財務諸表等規則」という）第2条に基づき、同規則及び「金融商品取引業等に関する内閣府

令」（平成19年8月6日内閣府令 第52号）により作成しております。

財務諸表に記載している金額については、千円未満の端数を切り捨てにより表示しております。

 

２．委託会社は、金融商品取引法第193条の2第１項の規定に基づき、第14期事業年度（自平成24年4月1日至

平成25年3月31日）の財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により監査を受けております。

 

（２）中間財務諸表

１．委託会社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵

省令第38号、以下「中間財務諸表等規則」という）第38条及び第57条の規定に基づき、同規則及び「金

融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年8月6日　内閣府令第52号）により作成しております。

中間財務諸表に記載している金額については、千円未満の端数を切り捨てにより表示しております。

 

２．委託会社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、当中間会計期間（自平成25年4月1日至平
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成25年9月30日）の中間財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による中間監査を受けておりま

す。

（１）【貸借対照表】

＜更新後＞

 

（単位：千円）

期別 前事業年度 当事業年度

 （平成24年3月31日現在） （平成25年3月31日現在）

科目 金　　額 金　　額

（資産の部）       

 Ⅰ流動資産       

  1 現金・預金   1,027,027   2,073,597

  2 前払費用   4,370   13,292

  3 未収委託者報酬   97,659   145,129

  4 未収運用受託報酬   190,524   425,043

  5 その他   11,237   28,583

  流動資産計   1,330,818   2,685,645

 Ⅱ固定資産       

  1 有形固定資産   8,769   52,756

   (1)建物付属設備 *1 6,199  *1 40,229  

   (2)器具備品 *1 2,569  *1 12,526  

  2 無形固定資産   1,390   1,108

   (1)電話加入権  761   761  

   (2)ソフトウェア *2 343  *2 151  

   (3)協会基金 *2 285  *2 195  

  3 投資その他の資産   72,492   126,561

   (1)投資有価証券  －   51,253  

   (2)出資金  10,000   10,000  

   (3)長期差入保証金  62,492   65,307  

  固定資産計   82,651   180,426

 資産合計   1,413,469   2,866,071

            

 

（単位：千円）

期別 前事業年度 当事業年度

 （平成24年3月31日現在） （平成25年3月31日現在）

科目 金　　額 金　　額

（負債の部）       

 Ⅰ流動負債       

  1 預り金   15,913   18,663

  2 未払金   198,875   412,419
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  3 関係会社未払金   18,174   3,497

  4 未払費用   11,788   20,037

  5 未払法人税等   65,501   485,028

  6 未払消費税等   21,472   56,672

  7 前受金   3,137   5,124

  流動負債計   334,863   1,001,444

 Ⅱ固定負債       

  1 長期未払金   －   18,978

  2 資産除去債務   16,709   23,265

  3 繰延税金負債   1,811   3,504

  固定負債計   18,521   45,749

 負債合計   353,384   1,047,193

            

（純資産の部）       

 Ⅰ株主資本       

 1 資本金   370,000   370,000

 2 利益剰余金       

   (1)利益準備金  19,980   19,980  

   (2)その他利益剰余金       

   繰越利益剰余金  670,105   1,428,898  

  利益剰余金計   690,085   1,448,878

  株主資本計   1,060,085   1,818,878

 純資産合計   1,060,085   1,818,878

 負債・純資産合計   1,413,469   2,866,071

            

 

（２）【損益計算書】

＜更新後＞

 

（単位：千円）

期別 前事業年度 当事業年度

 （自 平成23年4月 1日 （自 平成24年4月 1日

 　至 平成24年3月31日） 　至 平成25年3月31日）

科目 金　　額 金　　額

           

 Ⅰ営業収益       

  1 委託者報酬  1,130,901   2,424,954  

  2 運用受託報酬  272,809   609,011  

  3 その他営業収益  57 1,403,769 　 149 3,034,115

 Ⅱ営業費用       

  1 支払手数料  99,020   75,872  

  2 調査費       

   (1)調査費  21,927   22,076  
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   (2)委託調査費  144,711   460,835  

  3 委託計算費  40,326   61,804  

  4 通信費  7,348 313,334 　 6,345 626,934

 Ⅲ一般管理費       

  1 給料       

   (1)役員報酬 *2 271,316  *2 306,666  

   (2)給料・手当  223,712   236,238  

   (3)賞与・退職金等  156,023   366,350  

  2 交際費  3,285   3,711  

  3 旅費交通費  16,092   13,678  

  4 業務事務委託費  18,866   15,499  

  5 租税公課  4,986   11,439  

  6 不動産賃借料  85,124   99,051  

  7 固定資産減価償却費  3,839   8,417  

  8 諸経費 *1 87,504 870,750 *1 85,345 1,146,399

  営業利益   219,683   1,260,781

 Ⅳ営業外収益       

  1 受取利息  82   154  

  2 為替差益  －   29,376  

  3 受取配当金  －   1,350  

  4 その他の営業外収益  342 424  686 31,567

 Ⅴ営業外費用       

  1 支払利息  32   －  

  2 為替差損  130   －  

  3 その他の営業外費用  － 162  16 16

  経常利益   219,944   1,292,332

 Ⅵ特別損失       

  1 固定資産除却損  101 101 *1 8,814 8,814

  税引前当期純利益   219,843   1,283,517

  法人税、住民税及び事業税  93,369   523,032  

  法人税等調整額  △ 716 92,653  1,692 524,725

  当期純利益   127,190   758,792

           

 

（３）【株主資本等変動計算書】

＜更新後＞

 

  （単位：千円）

期　別 前事業年度 当事業年度

 （自 平成23年4月 1日 （自 平成24年4月 1日

科　目 　至 平成24年3月31日） 　至 平成25年3月31日）

株主資本   

 資本金   

  当期首残高 370,000 370,000

  当期末残高 370,000 370,000

 利益剰余金   
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  利益準備金   

   当期首残高 19,980 19,980

   当期末残高 19,980 19,980

  その他利益剰余金   

   繰越利益剰余金  　

    当期首残高 542,915 670,105

    当期変動額   

     当期純利益 127,190 758,792

     当期変動額合計 127,190 758,792

    当期末残高 670,105 1,428,898

 株主資本合計   

  当期首残高 932,895 1,060,085

  当期変動額   

   当期純利益 127,190 758,792

   当期変動額合計 127,190 758,792

  当期末残高 1,060,085 1,818,878

純資産合計   

 当期首残高 932,895 1,060,085

 当期変動額   

  当期純利益 127,190 758,792

  当期変動額合計 127,190 758,792

 当期末残高 1,060,085 1,818,878

 

[重要な会計方針]

 

１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算定）

 

時価のないもの

移動平均法による原価法

 

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）

主として定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物付属設備　8年～18年

器具備品　　　3年～15年

 

（２）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法により償却しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（3年又は5年）に基づく

定額法を採用しております。

 

３．引当金の計上基準
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貸倒引当金

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。但し、当事業年度の計上額はありません。

 

４．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の処理方法

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

 

[会計方針の変更]

 

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

なお、この変更による当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。

 

 

[注記事項]

 

（貸借対照表関係）

＊1有形固定資産の減価償却累計額は以下のとおりであります。

 前事業年度

（平成24年３月31日）

当事業年度

（平成25年３月31日）

建物付属設備 12,196千円 16,398千円

器具備品 20,447千円 13,928千円

計 32,644千円 30,327千円

 

＊2無形固定資産償却累計額は以下のとおりであります。

 前事業年度

（平成24年３月31日）

当事業年度

（平成25年３月31日）

ソフトウェア 2,309千円 2,500千円

協会基金 165千円 255千円

計 2,474千円 2,755千円

 

 

（損益計算書関係）

＊1関係会社との取引に係るものは、以下のとおりであります。

 前事業年度

（自　平成23年４月１日

至　平成24年３月31日）

当事業年度

（自　平成24年４月１日

至　平成25年３月31日）

諸経費 3,487千円 1,860千円

固定資産除却損 － 7,954千円

 

＊2役員報酬の限度額は以下のとおりであります。

 前事業年度

（自　平成23年４月１日

　至　平成24年３月31日）

当事業年度

（自　平成24年４月１日

　至　平成25年３月31日）

取締役 600,000千円 600,000千円

監査役 5,000千円 5,000千円
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（株主資本変動計算書関係）

前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

（単位：株）

 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式 7,400 － － 7,400

合計 7,400 － － 7,400

 

当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

（単位：株）

 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式 7,400 － － 7,400

合計 7,400 － － 7,400

 

 

（リース取引関係）

１．オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係わる未経過リース料

（単位：千円）

 前事業年度

（平成24年３月31日）

当事業年度

（平成25年３月31日）

１年以内 63,643 60,661

１年超 79,785 212,314

合計 143,428 272,975

 

 

（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に関する取組方針

当社は、投資運用業及び投資助言業などの金融サービス事業を行っています。そのため、資金運用につ

いては、短期的で安全性の高い金融資産に限定し、財務体質の健全性、安全性、流動性の確保を第一と

し、顧客利益に反しない運用を行っています。

 

（２）金融商品の内容およびそのリスク

営業債権である未収委託者報酬及び未収運用受託報酬は、当社が運用を委託されている信託財産から回

収を行っており、回収に係る信用リスクは僅少と判断しております。

投資有価証券は当社設定の投資信託に対するシードマネーであり、市場価格の変動リスクに晒されてお

ります。

出資金はファンド組成のために拠出した資金であり、減損リスクに晒されております。

長期差入保証金については、オフィスおよび社宅の敷金であります。

営業債権である未収委託者報酬及び未収運用受託報酬と、営業債務である未払金及び関係会社未払金

は、すべて１年以内の支払期日であります。なお、営業債務の支払のタイミングは、営業債権とほぼ連

動しており、営業債権及び営業債務の流動性リスクは僅少と判断しております。

 

（３）金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク

営業債権は、当社が運用を委託されている信託財産から回収を行っており、回収に係る信用リスクは僅
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少であります。当社は、営業債権の算出の基となる各ファンドの純資産について信託銀行と定期的に残

高照合し、ファンドごとに期日及び残高を管理しております。

②　減損リスク

当社は、出資金について、定期的に出資先の財務状態等をモニタリングしております。

③　流動性リスク

上記のとおり、営業債務の支払のタイミングは、営業債権とほぼ連動しており、営業債権及び営業債務

の流動性リスクは僅少であります。

④　市場リスク

当社は、外貨建ての預金及び営業債権について、月次ベースで為替変動リスクを測定し、モニタリング

を実施しております。また投資有価証券に関しては、定期的に時価や発行体（投資先企業）の財務状況

等を把握し、保有状況の継続的な見直しを行っております。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるものは含まれておりません。（注2）

 

前事業年度（平成24年３月31日）

（単位：千円）

 貸借対照表

計上額
時価 差額

（1）現金・預金 1,027,027 1,027,027 －

（2）未収委託者報酬 97,659 97,659 －

（3）未収運用受託報酬 190,524 190,524 －

（4）長期差入保証金 62,492 62,492 －

資産計 1,377,703 1,377,703 －

（1）未払金 198,875 198,875 －

（2）関係会社未払金 18,174 18,174 －

（3）未払法人税等 65,501 65,501 －

負債計 282,550 282,550 －

 

当事業年度（平成25年３月31日）

（単位：千円）

 貸借対照表

計上額
時価 差額

（1）現金・預金 2,073,597 2,073,597 －

（2）未収委託者報酬 145,129 145,129 －

（3）未収運用受託報酬 425,043 425,043 －

（4）長期差入保証金 65,307 65,307 －

（5）投資有価証券

その他有価証券
51,253 51,253 －

資産計 2,760,331 2,760,331 －

（1）未払金 412,419 412,419 －

（2）関係会社未払金 3,497 3,497 －

（3）未払法人税等 485,028 485,028 －

負債計 900,946 900,946 －

 

（注1）金融商品の時価の算定方法に関する事項
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（資産）

（1）現金・預金、（2）未収委託者報酬、（3）未収運用受託報酬

これらはすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。

（4）長期差入保証金

長期差入保証金の時価については、賃貸借契約の内容及び敷金の性質から帳簿価額にほぼ等しいた

め、当該帳簿価額によっております。

（5）投資有価証券

投資有価証券は当社設定の投資信託であります。これらの時価は公表されている基準価格によってお

ります。

 

（負債）

（1）未払金、（2）関係会社未払金、（3）未払法人税等

これらはすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。

 

（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）

区分 貸借対照表計上額

出資金 10,000

上記については、市場価格がなくかつ将来キャッシュフローが約定されておらず、時価を把握すること

が極めて困難と認められることから、時価開示の対象としておりません。

 

（注3）金融債権等の決算日後の償還予定額

前事業年度（平成24年３月31日）

（単位：千円）

 
１年以内

１年超

５年以内

５年超

10年以内
10年超

（1）現金・預金 1,027,027 － － －

（2）未収委託者報酬 97,659 － － －

（3）未収運用受託報酬 190,524 － － －

（4）長期差入保証金 － 62,492 － －

合計 1,315,211 62,492 － －

 

当事業年度（平成25年３月31日）

（単位：千円）

 
１年以内

１年超

５年以内

５年超

10年以内
10年超

（1）現金・預金 2,073,597 － － －

（2）未収委託者報酬 145,129 － － －

（3）未収運用受託報酬 425,043 － － －

（4）長期差入保証金 － 65,307 － －

（5）投資有価証券

その他有価証券
－ 51,253 － －

合計 2,643,770 116,561 － －

 

（注4）社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

該当事項はありません。
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前事業年度（平成24年３月31日）

該当事項はありません。

 

当事業年度（平成25年３月31日）

（単位：千円）

 種類 貸借対照表計上額 取得原価 差額

貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの
投資信託受益証券 51,253 51,253 －

合計 51,253 51,253 －

 

 

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

 

 

（退職給付関係）

該当事項はありません。

 

 

（持分法損益等）

該当事項はありません。

 

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 前事業年度

（平成24年３月31日）

当事業年度

（平成25年３月31日）

繰延税金資産   

未払費用否認 4,619千円 5,916千円

未払事業税 5,101千円 36,958千円

資産除去債務 5,948千円 8,291千円

繰延税金資産小計 15,669千円 51,167千円

評価性引当金 △15,669千円 △51,167千円

繰延税金資産合計 －千円 －千円

繰延税金負債

固定資産（除去費用） △1,811千円 △3,504千円

繰延税金負債合計 △1,811千円 △3,504千円

繰延税金負債の純額 △1,811千円 △3,504千円

２．法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

 前事業年度

（平成24年３月31日）

当事業年度

（平成25年３月31日）

法定実効税率 40.7％ 38.0％
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（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.6％ 0.1％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 － 0.0％

住民税均等割 0.1％ 0.0％

評価性引当額 0.2％ 2.7％

その他 0.5％ 0.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.1％ 40.8％

 

 

（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

（１）当該資産除去債務の概要

オフィスの不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

 

（２）当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から15年半と見積り、割引率は0.56％から1.145％を使用して資産除去債務の金額を

計算しております。

 

（３）当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

当事業年度において、オフィス移転に伴い、資産の除去時点の見積りが延長され、また、新たな資産除

去時点における除去費用が固定資産取得時における見積額を超過する見込みであることが明らかになっ

たため、変更前の資産除去債務残高に6,349千円加算しております。資産除去債務の残高の推移は次のと

おりであります。

 

 前事業年度 当事業年度

期首残高 16,520千円 16,709千円

時の経過による調整額 189千円 207千円

見積りの変更による増加額 － 6,349千円

期末残高 16,709千円 23,265千円

 

（セグメント情報等）

セグメント情報

当社の報告セグメントは、「投資運用・顧問業」という単一セグメントであるため、記載を省略しており

ます。

 

関連情報

１　製品及びサービスごとの情報

前事業年度（自　平成23年4月1日　至　平成24年3月31日）

（単位：千円）

 投資信託 投資一任 その他 合計

外部顧客への売上高 1,130,901 272,809 57 1,403,769

 

当事業年度（自　平成24年4月1日　至　平成25年3月31日）

（単位：千円）

 投資信託 投資一任 その他 合計

外部顧客への売上高 2,424,954 609,011 149 3,034,115

 

２　地域ごとの情報
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（１）売上高

前事業年度（自　平成23年4月1日　至　平成24年3月31日）

（単位：千円）

日本 英国バージン諸島 その他 合計

1,234,189 146,929 22,650 1,403,769

 

当事業年度（自　平成24年4月1日　至　平成25年3月31日）

（単位：千円）

日本 英国バージン諸島 その他 合計

2,517,883 497,869 18,362 3,034,115

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

（２）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、地

域ごとの有形固定資産の記載を省略しております。

 

３　主要な顧客ごとの情報

前事業年度（自　平成23年4月1日　至　平成24年3月31日）

（単位：千円）

顧客の名称 売上高 関連するセグメント名

シンプレクス・グローバル・

インベストメンツ・リミテッド
146,929 投資運用・顧問業

 

当事業年度（自　平成24年4月1日　至　平成25年3月31日）

（単位：千円）

顧客の名称 売上高 関連するセグメント名

シンプレクス・グローバル・

インベストメンツ・リミテッド
497,869 投資運用・顧問業

 

 

報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

当社の報告セグメントは、「投資運用・顧問業」という単一セグメントであるため、記載を省略しており

ます。

 

 

報告セグメントごとののれんの償却及び未償却残高に関する情報

該当事項はありません。

 

 

報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

該当事項はありません。

 

 

（関連当事者との取引）

１．関連当事者との取引

（１）財務諸表提出会社の親会社等

前事業年度（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）
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種　類
会社等の

名称
所在地

資本金又

は出資金

（千円）

事業の内

容又は職

業

議決権等の

所有(被所

有)割合

(％)

関連当事者と

の関係
取引の内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

親会社

㈱シンプレクス・

ファイナンシャ

ル・ホールディン

グス

東京都

千代田区
370,000

子会社

支配・

管理

（被所有）

直接・

100％

持株会社形式の子

会社支配、

被支配

役員の兼任

事務所施設

の賃貸等
3,487

関係会社

未払金
18,174

 

当事業年度（自平成24年４月１日　至平成25年３月31日）

種　類
会社等の

名称
所在地

資本金又

は出資金

（千円）

事業の内

容又は職

業

議決権等の

所有(被所

有)割合

(％)

関連当事者と

の関係
取引の内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

親会社

㈱シンプレクス・

ファイナンシャ

ル・ホールディン

グス

東京都

千代田区
370,000

子会社

支配・

管理

（被所有）

直接・

100％

持株会社形式の子

会社支配、

被支配

役員の兼任

事務所施設

の賃貸等

 

固定資産除却

損の当社負担

分

1,860

 

7,954

関係会社

未払金
3,497

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等

取引金額は、一般の取引条件と同様に決定しております。

２．取引金額には、消費税等は含まれておらず期末残高には消費税等が含まれております。

 

（２）財務諸表提出会社の役員及び個人主要株主等

該当事項はありません。

 

（３）財務諸表提出会社の子会社等

該当事項はありません。

 

（４）財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社

前事業年度（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）

種　類
会社等の

名称
所在地

資本金又

は出資金

事業の内

容又は職

業

議決権等の

所有(被所

有)割合

(％)

関連当事者と

の関係
取引の内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

同一の

親会社

を持つ

会社

シンプレクス・グ

ローバル・

インベストメン

ツ・リミテッド

英国領

バージン

諸島

50万米ド

ル

投資運用

業
－

投資一任契約

役員の兼任

 

運用受託報酬

(注1)

146,929
未収運用

受託報酬

163,268

 

 

同一の

親会社

を持つ

会社

シンプレクス・

アセット・マネ

ジメント・

（香港）・カン

パニー・リミ

テッド

香港
50万香港

ドル

投資信託

事務委託

業

－
事務協力関係

役員の兼任
委託調査費 9,060

未収金

未払金

289

2,027

 

当事業年度（自平成24年４月１日　至平成25年３月31日）
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種　類
会社等の

名称
所在地

資本金又

は出資金

事業の内

容又は職

業

議決権等の

所有(被所

有)割合

(％)

関連当事者と

の関係
取引の内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

同一の

親会社

を持つ

会社

シンプレクス・グ

ローバル・

インベストメン

ツ・リミテッド

英国領

バージン

諸島

50万米ド

ル

投資運用

業
－

投資一任契約

役員の兼任

 

運用受託報酬

(注1)

497,869
未収運用

受託報酬

394,770

 

 

同一の

親会社

を持つ

会社

シンプレクス・

アセット・マネ

ジメント・

（香港）・カン

パニー・リミ

テッド

香港
50万香港

ドル

投資信託

事務委託

業

－
事務協力関係

役員の兼任

委託調査費

事務委託費

7,344

 

7,152

未払金 3,990

（注）１．取引条件および取引条件の決定方針等

取引金額は、一般の取引条件と同様に決定しております。

シンプレクス・グローバル・インベストメンツ・リミテッドとの投資顧問契約に基づき、予め定め

られた料率で計算された金額の受取り及び支払いを行っております。

２．取引金額には、消費税等は含まれておらず期末残高には消費税等が含まれております。

 

２．親会社に関する注記

 

株式会社シンプレクス・ファイナンシャル・ホールディングス　　　　非上場

 

 

（１株当たり情報）

前事業年度

（自　平成23年４月１日

　至　平成24年３月31日）

当事業年度

（自　平成24年４月１日

　至　平成25年３月31日）

１株当たり純資産額

１株当たり当期純利益金額

143,254円79銭

17,187円90銭

１株当たり純資産額

１株当たり当期純利益金額

245,794円33銭

102,539円54銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額については、潜在株式が存在しないため、記述

しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額については、潜在株式が存在しないため、記述

しておりません。

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

 

１株当たり純資産額

項目

前事業年度

（自　平成23年４月１日

至　平成24年３月31日）

当事業年度

（自　平成24年４月１日

　至　平成25年３月31日）

当期純利益 127,190千円 758,792千円

普通株主に帰属しない金額 － －

普通株式に係る当期純利益 127,190千円 758,792千円

期中平均株式数 7.4千株 7.4千株

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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中間財務諸表

 

（１）中間貸借対照表

（単位：千円）

期別 当中間会計期間末

 （平成25年9月30日現在)

科目 金　　額

（資産の部）    

 Ⅰ流動資産    

  1 現金・預金   2,676,356

  2 直販顧客分別金信託   100

  3 前払費用   14,863

  4 未収委託者報酬   290,034

  5 未収運用受託報酬   80,804

  6 その他   50,341

  流動資産計   3,112,500

 Ⅱ固定資産    

  1 有形固定資産   46,971

  (1)建物附属設備 *1 36,532  

  (2)器具備品 *1 10,438  

  2 無形固定資産   993

  (1)電話加入権  761  

  (2)ソフトウェア *2 81  

  (3)協会基金 *2 150  

  3 投資その他の資産   133,741

  (1)投資有価証券  57,151  

  (2)出資金  10,000  

  (3)長期差入保証金  66,589  

  固定資産計   181,706

 資産合計   3,294,206

    

 

（単位：千円）

期別 当中間会計期間末

 （平成25年9月30日現在)

科目 金　　額

（負債の部）    

 Ⅰ流動負債    

  1 預り金   25,428

  2 未払金   65,954
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  3 未払費用   14,010

  4 未払法人税等   483,682

  5 未払消費税等   44,778

  6 前受金   7,058

  流動負債計   640,912

 Ⅱ固定負債    

  1 長期未払金   16,267

  2 資産除去債務   23,378

  3 繰延税金負債   4,909

  固定負債計   44,555

 負債合計   685,468

    

（純資産の部）    

 Ⅰ株主資本    

 1 資本金   370,000

 2 利益剰余金    

  (1)利益準備金  19,980  

  (2)その他利益剰余金    

  繰越利益剰余金  2,215,821  

 利益剰余金計   2,235,801

  株主資本計   2,605,801

 Ⅱ評価・換算差額等    

 1 その他有価証券評価差額金   2,936

  評価・換算差額等計   2,936

 純資産合計   2,608,737

負債・純資産合計   3,294,206

    

 

（２）中間損益計算書

（単位：千円）

期別 当中間会計期間

 
（自 平成25年4月 1日

　至 平成25年9月30日）

科目 金　　額

   

 Ⅰ営業収益   

  委託者報酬  1,977,654

  運用受託報酬  240,308

  その他営業収益  31

  営業収益計  2,217,994

 Ⅱ営業費用  493,094

 Ⅲ一般管理費 *1 477,245
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  営業利益  1,247,653

 Ⅳ営業外収益   

  受取利息  200

  受取配当金  1,142

  為替差益  13,432

  営業外収益計  14,774

 Ⅴ営業外費用   

  その他営業外費用  45

  営業外費用計  45

  経常利益  1,262,383

  税引前中間純利益  1,262,383

  法人税、住民税及び事業税  475,855

  法人税等調整額  △ 395

  中間純利益  786,923

   

 

（３）中間株主資本等変動計算書

（単位：千円）

期別 当中間会計期間

 （自 平成25年4月 1日

　至 平成25年9月30日）科目

株主資本  

 資本金  

  当期首残高 370,000

  当中間期末残高 370,000

 利益剰余金  

  利益準備金  

   当期首残高 19,980

   当中間期末残高 19,980

  その他利益剰余金  

   繰越利益剰余金  

    当期首残高 1,428,898

    当中間期変動額  

     中間純利益 786,923

     当中間期変動額合計 786,923

    当中間期末残高 2,215,821

  利益剰余金合計  

   当期首残高 1,448,878

   当中間期変動額  

    中間純利益 786,923

    当中間期変動額合計 786,923

   当中間期末残高 2,235,801

 株主資本合計  

  当期首残高 1,818,878

  当中間期変動額  
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   中間純利益 786,923

   当中間期変動額合計 786,923

  当中間期末残高 2,605,801

評価・換算差額等  

 その他有価証券評価差額金  

  当期首残高 －

  当中間期変動額  

   株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） 2,936

   当中間期変動額合計 2,936

  当中間期末残高 2,936

 評価・換算差額等合計  

  当期首残高 －

  当中間期変動額  

   株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） 2,936

   当中間期変動額合計 2,936

  当中間期末残高 2,936

純資産合計  

 当期首残高 1,818,878

 当中間期変動額  

  中間純利益 786,923

  株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） 2,936

  当中間期変動額合計 789,859

 当中間期末残高 2,608,737

 

 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

期　別 第15期中間会計期間

項　目

（自　平成25年4月 1日

至　平成25年9月30日）

１．有価証券の評価基準及び評価方

法

 

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全

部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法に

より算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

 

２．固定資産の減価償却の方法 （１）有形固定資産（リース資産を除く）

主として定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物附属設備　8年～18年

器具備品　　　3年～15年

 

（２）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法により償却しております。

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内に

おける利用可能期間（3年又は5年）に基づく定額法を採

用しております。
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３．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

 

 

注記事項

（中間貸借対照表関係）

第15期中間会計期間末

平成25年9月30日現在

※1.　有形固定資産の減価償却累計額

建物附属設備 20,095千円

器具備品 15,672千円

 

※2.　無形固定資産の減価償却累計額

ソフトウエア 2,570千円

協会基金 300千円

（中間損益計算書関係）　

第15期中間会計期間

（自　平成25年4月 1日

至　平成25年9月30日）

※1　減価償却実施額

有形固定資産 5,897千円

無形固定資産 114千円

 

 

（中間株主資本等変動計算書関係）

第15期中間会計期間（自　平成25年4月1日　至　平成25年9月30日）

発行済株式の種類及び総数に関する事項

（単位：株）

 
当事業年度期首

株式数

当中間会計期間増

加株式数

当中間会計期間減

少株式数

当中間会計期間末

株式数

普通株式 7,400 － － 7,400

合計 7,400 － － 7,400

 

 

（リ－ス取引関係）

第15期中間会計期間

（自　平成25年4月 1日

至　平成25年9月30日）

１．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係わる未経過リース料

一年以内 60,661千円

一年超 181,983千円

合計 242,644千円

 

（金融商品関係）　

第15期中間会計期間（自　平成25年4月1日　至　平成25年9月30日）
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平成25年9月30日における中間貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりでありま

す。

（単位：千円）

 中間貸借対照表

計上額
時価 差額

（1）現金・預金 2,676,356 2,676,356 ―

（2）未収委託者報酬 290,034 290,034 ―

（3）未収運用受託報酬 80,804 80,804 ―

（4）長期差入保証金 66,589 66,589 ―

（5）投資有価証券

その他有価証券
57,151 57,151 ―

資産計 3,170,937 3,170,937 ―

（1）未払金 65,954 65,954 ―

（2）未払法人税等 483,682 483,682 ―

負債計 549,636 549,636 ―

 

 

注1）金融商品の時価の算定方法に関する事項

（資産）

（1）現金・預金、（2）未収委託者報酬、（3）未収運用受託報酬

これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。

 

（4）長期差入保証金

長期差入保証金の時価については、賃貸借契約の内容及び敷金の性質から帳簿価額にほぼ等しいため、当

該帳簿価額によっております。

 

（5）投資有価証券

投資有価証券は当社設定の投資信託であります。これらの時価は公表されている基準価格によっておりま

す。

 

（負債）

（1）未払金、（2）未払法人税等

これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。

 

 

注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）

区分 中間貸借対照表計上額

出資金 10,000

上記については、市場価格がなくかつ将来キャッシュフローが約定されておらず、時価を把握すること

が極めて困難と認められることから、時価開示の対象としておりません。

 

（有価証券関係）

第15期中間会計期間末（平成25年9月30日現在）

１．その他有価証券

（単位：千円）
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 種類 貸借対照表計上額 取得原価 差額

貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの
投資信託受益証券 57,151 52,414 4,737

合計 57,151 52,414 4,737

 

 

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

 

 

（資産除去債務関係）

第15期中間会計期間末（平成25年9月30日現在）

 

当中間会計期間における当該資産除去債務の総額の増減

 

期首残高 23,265千円

時の経過による調整額 　 112千円

当中間会計期間の期末残高 23,378千円

 

（セグメント情報等）

第15期中間会計期間（自　平成25年4月1日　至　平成25年9月30日）

 

セグメント情報

当社の報告セグメントは、「投資運用・顧問業」という単一セグメントであるため、記載を省略しており

ます。　

 

 

関連情報

１　製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）

 投資信託 投資一任 その他 合計

外部顧客への売上高 1,977,654 240,308 31 2,217,994

 

 

２　地域ごとの情報

（１）売上高

（単位：千円）

日本 英国バージン諸島 その他 合計

2,017,019 192,127 8,846 2,217,994

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

（２）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、地域ごとの有形固定資産の記載を省略しております。

 

 

３　主要な顧客ごとの情報

営業収益のうち、中間損益計算書の営業収益の10％以上を占める相手先がいないため、記載を省略して

おります。
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報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

当社の報告セグメントは、「投資運用・顧問業」という単一セグメントであるため、記載を省略しており

ます。

 

 

報告セグメントごとののれんの償却及び未償却残高に関する情報

該当事項はありません。

 

 

報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

該当事項はありません。

 

 

（一株当たり情報）

第15期中間会計期間

（自　平成25年4月 1日

至　平成25年9月30日）

1株当たり純資産額 352,532円16銭

1株当たり中間純利益金額 106,340円96銭

 

（注）１．潜在株式調整後1株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため、

記述しておりません。

 

２．1株当たり中間純利益金額の算定の基礎は以下のとおりであります。

 

中間純利益 786,923千円

普通株主に帰属しない金額 －

普通株式に係る中間純利益 786,923千円

期中平均株式数 7,400 株

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

第２【その他の関係法人の概況】

１【名称、資本金の額及び事業の内容】

＜更新後＞

（１）受託会社

名　　称
資本金の額

（平成25年9月末現在）
事業の内容

三井住友信託銀行株式会社 342,037百万円

銀行法に基づき銀行業を営

むとともに、金融機関の信

託業務の兼営等に関する法

律に基づき信託業務を営ん

でいます。

EDINET提出書類

シンプレクス・アセット・マネジメント株式会社(E14415)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

38/43



＜再信託受託会社の概要＞

名称　　　　：日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

資本金の額　：51,000百万円（平成25年9月末現在）

事業の内容　：銀行法に基づき銀行業を営むとともに、金融機関の信託業務の兼営等に関する法律に

基づき信託業務を営んでいます。

再信託の目的：原信託契約にかかる信託業務の一部（信託財産の管理）を原信託受託者から再信託受

託者（日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社）へ委託するため、原信託財産の

すべてを再信託受託者へ移管することを目的とします。

＜更新後＞

（２）販売会社

名　　称
資本金の額

（平成25年9月末現在）
事業の内容

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 10,000百万円
金融商品取引法に定める第一

種金融商品取引業を営んでい

ます。

野村證券株式会社 10,000百万円

大和証券株式会社 100,000百万円
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独　立　監　査　人　の　中　間　監　査　報　告　書

平成26年２月19日

シンプレクス・アセット・マネジメント株式会社

 

取　締　役　会　御　中

 あ ら た 監 査 法 人  

 

 
指　定　社　員

業務執行社員

 

 
公認会計士 和　田　　渉

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの経理状況」

に掲げられているＪＡＳＤＡＱ－ＴＯＰ20上場投信の平成25年７月９日から平成26年１月８日までの中間計算期間の

中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益及び剰余金計算書並びに中間注記表について中間監査を行っ

た。

中間財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を

作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成

し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査

を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して

投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画

を策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続

の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間

財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、

当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作

成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適

用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

中間監査意見

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、ＪＡＳＤＡＱ－ＴＯＰ20上場投信の平成26年１月８日現在の信託財産の状態及び同日をもって終了する中間

計算期間（平成25年７月９日から平成26年１月８日まで）の損益の状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。

 

利害関係

シンプレクス・アセット・マネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会

計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 

(注)1.上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管して

おります。

　　2.中間財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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次へ
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

平成25年６月27日

シンプレクス・アセット・マネジメント株式会社

取　締　役　会　御　中

 

 有限責任　あずさ監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山　崎　慎　司　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理状

況」に掲げられているシンプレクス・アセット・マネジメント株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日ま

での第14期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及び

その他の注記について監査を行った。

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策

定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク

評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部

統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積

りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、シン

プレクス・アセット・マネジメント株式会社の平成25年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度

の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

（注）上記は、当社が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管し

ております。
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独　立　監　査　人　の　中　間　監　査　報　告　書

平成25年12月20日

シンプレクス・アセット・マネジメント株式会社

取　締　役　会　御　中

 

 有限責任　あずさ監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山　崎　慎　司　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理状

況」に掲げられているシンプレクス・アセット・マネジメント株式会社の平成25年4月1日から平成26年3月31日まで

の第15期事業年度の中間会計期間（平成25年4月1日から平成25年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中

間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を

行った。

 

中間財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を

作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成

し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査

を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して

投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画

を策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続

の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間

財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、

当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作

成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適

用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

中間監査意見

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、シンプレクス・アセット・マネジメント株式会社の平成25年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了

する中間会計期間（平成25年4月１日から平成25年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

（注）上記は、当社が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保

管しております。
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